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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  第１電極、第２電極、および、前記第１電極および前記第２電極の間に介在する電解質
層を備え、前記電解質層がイオン伝導性を有する固体酸化物を含むセル構造体と、
  互いに対向する一対の主面を有し、前記第１電極に隣接して配置され、かつ、前記一対
の主面の一方が前記第１電極に対向し、前記第１電極にガスを供給するガス拡散層と、
  互いに対向する一対の板面を有し、前記ガス拡散層に隣接して配置され、前記一対の板
面の一方が前記ガス拡散層の他方の主面に対向し、前記ガス拡散層に前記ガスを供給する
ガス流路板と、
  を備え、
  前記ガス拡散層は、三次元網目状の骨格を有する金属多孔体であり、
  前記ガス流路板は、第１領域、第２領域および第３領域を備え、
  前記第１領域、前記第２領域および前記第３領域は、前記ガス流路板の他方の板面から
前記ガス流路板の前記一方の板面に向かって、厚さ方向に前記第１領域、前記第２領域お
よび前記第３領域の順に位置し、
  前記第１領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第１領域を貫く第１流路が形成され
、
  前記第２領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第２領域を貫く第２流路が形成され
、
  前記第３領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第３領域を貫く第３流路が形成され
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、
  前記第１流路は、前記ガス流路板の前記他方の板面に開口するとともに前記第２流路に
連通し、
  前記第２流路は、前記第３流路に連通し、
  前記第３流路は、前記ガス流路板の前記一方の板面に開口するとともに前記ガス拡散層
に連通し、
  前記一方の板面の法線方向から見た前記第１流路は、前記第１領域と前記第２領域との
境界面において、前記一方の板面の中心から外縁に向かう方向に延出したスリットを含み
、
  前記法線方向から見た前記第１領域と前記第２領域との境界面における前記第１流路の
総面積を第１開口面積Ｓ１とし、
  前記法線方向から見た前記第２領域と前記第３領域との境界面における前記第２流路の
総面積を第２開口面積Ｓ２とし、
  前記法線方向から見た前記第３領域と前記ガス拡散層の前記他方の主面との境界面にお
ける前記第３流路の総面積を第３開口面積Ｓ３としたとき、Ｓ２＜Ｓ１＜Ｓ３の関係を満
たす、燃料電池。
【請求項２】
  前記一方の板面の法線方向から見た前記第２流路は、前記第２領域と前記第３領域との
前記境界面においてスポット形状である、請求項１に記載の燃料電池。
【請求項３】
  前記ガス流路板の前記一方の板面の中心点と外縁とを結ぶ複数の任意の直線を引き、前
記直線上にあって前記中心点からの距離が当該直線の１／４である複数の地点を繋いで形
成される図形で囲まれた前記中心点を含む領域を中央部としたときの前記中央部の面積に
対する、前記第３流路の前記中央部における開口面積の割合をＲｉｎとし、
  前記ガス流路板の前記一方の板面の前記中央部以外の外縁部の面積に対する、前記第３
流路の前記外縁部における開口面積の割合をＲｏｕｔとしたとき、
  ０．８≦Ｒｉｎ／Ｒｏｕｔ≦１．２の関係を満たす、請求項１または請求項２に記載の
燃料電池。
【請求項４】
  前記第１領域は第１板状部材であり、前記第２領域は第２板状部材であり、前記第３領
域は第３板状部材であり、
  前記ガス流路板は、前記第１板状部材と前記第２板状部材と前記第３板状部材との積層
体である、請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の燃料電池。
【請求項５】
  前記金属多孔体の気孔率が、８５体積％以上である、請求項１～請求項４のいずれか一
項に記載の燃料電池。
【請求項６】
  前記第１電極がアノードである、請求項１～請求項５のいずれか一項に記載の燃料電池
。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
  本発明は、燃料電池に関する。
本出願は、２０１６年１月２９日出願の日本出願第２０１６－０１６６８３号に基づく優
先権を主張し、前記日本出願に記載された全ての記載内容を援用するものである。
【背景技術】
【０００２】
  燃料電池は、水素などの燃料ガスと空気（酸素）との電気化学反応によって発電する装
置であり、化学エネルギーを電気に直接変換できるため、発電効率が高い。なかでも、動
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作温度が１０００℃以下である固体酸化物型燃料電池（以下、ＳＯＦＣと称する）は、反
応速度が速いため、有望視されている。ＳＯＦＣには、固体酸化物を含む電解質層と、セ
ラミックス（焼結体）により形成される２枚の電極とが、一体化されたセル構造体が使用
される。すなわち、セル構造体の構成要素がすべて固体であるため、取り扱いが容易であ
る。
【０００３】
  燃料電池には、セル構造体に燃料ガスあるいは空気を供給するため、通常、セル構造体
に隣接するインターコネクタにガス流路が形成される。例えば、特許文献１では、インタ
ーコネクタに、エッチング等によりガス流路となるディンプルを形成する方法を教示して
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開第２００３／１２９０３号パンフレット
【発明の概要】
【０００５】
  本発明の一局面は、第１電極、第２電極、および、前記第１電極および前記第２電極の
間に介在する電解質層を備え、前記電解質層がイオン伝導性を有する固体酸化物を含むセ
ル構造体と、互いに対向する一対の主面を有し、前記第１電極に隣接して配置され、かつ
、前記一対の主面の一方が前記第１電極に対向し、前記第１電極にガスを供給するガス拡
散層と、互いに対向する一対の板面を有し、前記ガス拡散層に隣接して配置され、前記一
対の板面の一方が前記ガス拡散層の他方の主面に対向し、前記ガス拡散層に前記ガスを供
給するガス流路板と、を備え、前記ガス拡散層は、三次元網目状の骨格を有する金属多孔
体であり、前記ガス流路板は、第１領域、第２領域および第３領域を備え、前記第１領域
、前記第２領域および前記第３領域は、前記ガス流路板の他方の板面から前記ガス流路板
の前記一方の板面に向かって、厚さ方向に前記第１領域、前記第２領域および前記第３領
域の順に位置し、前記第１領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第１領域を貫く第１
流路が形成され、前記第２領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第２領域を貫く第２
流路が形成され、前記第３領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第３領域を貫く第３
流路が形成され、前記第１流路は、前記ガス流路板の前記他方の板面に開口するとともに
前記第２流路に連通し、前記第２流路は、前記第３流路に連通し、前記第３流路は、前記
ガス流路板の前記一方の板面に開口するとともに前記ガス拡散層に連通し、前記一方の板
面の法線方向から見た前記第１流路は、前記第１領域と前記第２領域との境界面において
、前記一方の板面の中心から外縁に向かう方向に延出したスリットを含み、前記法線方向
から見た前記第１領域と前記第２領域との境界面における前記第１流路の総面積を第１開
口面積Ｓ１とし、前記法線方向から見た前記第２領域と前記第３領域との境界面における
前記第２流路の総面積を第２開口面積Ｓ２とし、前記法線方向から見た前記第３領域と前
記ガス拡散層の前記他方の主面との境界面における前記第３流路の総面積を第３開口面積
Ｓ３としたとき、Ｓ２＜Ｓ１＜Ｓ３の関係を満たす、燃料電池に関する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る燃料電池の要部の構造を模式的に示す断面図
である。
【図２】図２は、本発明の一実施形態に係るガス拡散層およびガス流路板の構成を展開し
て示す斜視図である。
【図３Ａ】図３Ａは、本発明の一実施形態に係る第１領域を示す上面図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、本発明の他の一実施形態に係る第１領域を示す上面図である。
【図３Ｃ】図３Ｃは、本発明の他の一実施形態に係る第１領域を示す上面図である。
【図４Ａ】図４Ａは、本発明の一実施形態に係る第２領域を示す上面図である。
【図４Ｂ】図４Ｂは、本発明の他の一実施形態に係る第２領域を示す上面図である。
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【図４Ｃ】図４Ｃは、本発明の他の一実施形態に係る第２領域を示す上面図である。
【図５Ａ】図５Ａは、本発明の一実施形態に係る第３領域を示す上面図である。
【図５Ｂ】図５Ｂは、本発明の他の一実施形態に係る第３領域を示す上面図である。
【図５Ｃ】図５Ｃは、本発明の他の一実施形態に係る第３領域を示す上面図である。
【図６】図６が、ＳＯＥＣ方式を用いた水素製造装置の要部の構造を模式的に示す断面図
である。
【図７】図７は、実施例１に係るガス流路板の構成を模式的に示す上面図である。
【図８】図８は、実施例１に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフである。
【図９】図９は、実施例２に係るガス流路板の構成を模式的に示す上面図である。
【図１０】図１０は、実施例２に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフであ
る。
【図１１】図１１は、実施例３に係るガス流路板の構成を模式的に示す上面図である。
【図１２】図１２は、実施例３に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフであ
る。
【図１３】図１３は、実施例４に係るガス流路板の構成を模式的に示す上面図である。
【図１４】図１４は、実施例４に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフであ
る。
【図１５】図１５は、実施例５に係るガス流路板の構成を模式的に示す上面図である。
【図１６】図１６は、実施例５に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフであ
る。
【図１７】図１７は、比較例１に係るガス流路板の構成を模式的に示す上面図である。
【図１８Ａ】図１８Ａは、比較例１に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフ
である。
【図１８Ｂ】図１８Ｂは、比較例１に係る燃料電池のガス拡散性の評価結果を示すグラフ
である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
［本開示が解決しようとする課題］
【０００８】
  特許文献１では、ガスは、インターコネクタの中心から外縁に向かって、複雑な流路を
経由して流れる。そのため、インターコネクタの外縁にまで到達するまでのガスの圧力損
失は大きい。ガスは、流れ易い部分から、集中して流出しようとするため、大部分のガス
は、インターコネクタの外縁にまで拡散することなく、中心からセル構造体へと流出する
。つまり、ガスは、インターコネクタによって十分拡散されることなく、セル構造体に局
所的に供給される。その結果、発電効率が低下する。
【０００９】
  また、特許文献１のように、インターコネクタにエッチング等により複雑なガス流路を
形成する場合、インターコネクタの生産性は低下する。燃料電池は、セル構造体とインタ
ーコネクタとを含むセルを構成単位として、通常、複数（例えば、５０枚以上）のセルを
積層することにより構成されている。そのため、インターコネクタの生産性の低下による
一枚当たりの加工コストの上昇により、燃料電池のコストは大きく上昇する。
［本開示の効果］
【００１０】
  本発明によれば、優れたガス拡散性能を有する固体酸化物型の燃料電池（ＳＯＦＣ）が
得られる。
【００１１】
［発明の実施形態の説明］
  最初に本発明の実施形態の内容を列記して説明する。
  （１）本発明の燃料電池は、第１電極、第２電極、および、前記第１電極および前記第
２電極の間に介在する電解質層を備え、前記電解質層がイオン伝導性を有する固体酸化物
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を含むセル構造体と、互いに対向する一対の主面を有し、前記第１電極に隣接して配置さ
れ、かつ、前記一対の主面の一方が前記第１電極に対向し、前記第１電極にガスを供給す
るガス拡散層と、互いに対向する一対の板面を有し、前記ガス拡散層に隣接して配置され
、前記一対の板面の一方が前記ガス拡散層の他方の主面に対向し、前記ガス拡散層に前記
ガスを供給するガス流路板と、を備え、前記ガス拡散層は、三次元網目状の骨格を有する
金属多孔体であり、前記ガス流路板は、第１領域、第２領域および第３領域を備え、前記
第１領域、前記第２領域および前記第３領域は、前記ガス流路板の他方の板面から前記ガ
ス流路板の前記一方の板面に向かって、厚さ方向に前記第１領域、前記第２領域および前
記第３領域の順に位置し、前記第１領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第１領域を
貫く第１流路が形成され、前記第２領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第２領域を
貫く第２流路が形成され、前記第３領域には前記ガス流路板の厚さ方向に前記第３領域を
貫く第３流路が形成され、前記第１流路は、前記ガス流路板の前記他方の板面に開口する
とともに前記第２流路に連通し、前記第２流路は、前記第３流路に連通し、前記第３流路
は、前記ガス流路板の前記一方の板面に開口するとともに前記ガス拡散層に連通し、前記
一方の板面の法線方向から見た前記第１流路は、前記第１領域と前記第２領域との境界面
において、前記一方の板面の中心から外縁に向かう方向に延出したスリットを含み、前記
法線方向から見た前記第１領域と前記第２領域との境界面における前記第１流路の総面積
を第１開口面積Ｓ１とし、前記法線方向から見た前記第２領域と前記第３領域との境界面
における前記第２流路の総面積を第２開口面積Ｓ２とし、前記法線方向から見た前記第３
領域と前記ガス拡散層の前記他方の主面との境界面における前記第３流路の総面積を第３
開口面積Ｓ３としたとき、Ｓ２＜Ｓ１＜Ｓ３の関係を満たす、燃料電池である。
【００１２】
  ガス流路板は、ガスがガス拡散層に至るまでに、十分に予備拡散させるために配置され
る。ガス流路板を上記のように構成することで、ガス流路板からガス拡散層へ流出するガ
スの、面方向における圧力のばらつきを抑制することができる。
【００１３】
  （２）前記一方の板面の法線方向から見た前記第２流路は、前記第２領域と前記第３領
域との前記境界面においてスポット形状であることが好ましい。これにより、第２開口か
ら第３領域に流出するガスの圧力が高まる。よって、ガス流路板からガス拡散層へ流出す
るガスの、面方向における圧力のばらつきがさらに抑制される。
【００１４】
  （３）前記ガス流路板の前記一方の板面の中心点と外縁とを結ぶ複数の任意の直線を引
き、前記直線上にあって前記中心点からの距離が当該直線の１／４である複数の地点を繋
いで形成される図形で囲まれた前記中心点を含む領域を中央部としたときの前記中央部の
面積に対する、前記第３流路の前記中央部における開口面積の割合をＲｉｎとし、前記ガ
ス流路板の前記一方の板面の前記中央部以外の外縁部の面積に対する、前記第３流路の前
記外縁部における開口面積の割合をＲｏｕｔとしたとき、０．８≦Ｒｉｎ／Ｒｏｕｔ≦１
．２の関係を満たすことが好ましい。上記一方の板面の全面に、均一に第３開口が形成さ
れることにより、ガスは、十分に予備拡散された状態で、ガス拡散層に供給される。
【００１５】
  （４）前記第１領域は第１板状部材であり、前記第２領域は第２板状部材であり、前記
第３領域は第３板状部材であり、前記ガス流路板は、前記第１板状部材と前記第２板状部
材と前記第３板状部材との積層体であることが好ましい。これにより、各流路が形成し易
くなって、加工コストが低減する。
【００１６】
  （５）前記金属多孔体の気孔率は、８５体積％以上であることが好ましい。これにより
、さらなるガス拡散性の向上が期待できるため、第１電極の全面に、高い均一性でガスを
供給することができる。
【００１７】
  （６）前記第１電極は、アノードであることが好ましい。アノードでは、燃料ガスの供
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給により還元反応が起こる。還元反応により、アノードの体積はわずかに収縮する。アノ
ードの収縮の程度にばらつきがあると、アノードの大きく収縮する箇所に応力が集中する
ため、セル構造体が損傷する場合がある。上記ガス拡散層およびガス流路板をアノードに
対向するように配置することにより、ガスがアノード全体に、高い均一性で供給されるた
め、アノードは、均等に収縮する。その結果、セル構造体の損傷が抑制され易くなる。
【００１８】
［発明の実施形態の詳細］
  本発明の実施形態を具体的に以下に説明する。なお、本発明は、以下の内容に限定され
るものではなく、請求の範囲によって示され、請求の範囲と均等の意味および範囲内での
すべての変更が含まれることが意図される。
【００１９】
  以下、本実施形態に係る燃料電池を、図面を参照しながら説明する。
  図１に示すように、燃料電池１００は、第１電極１１１、第２電極１１２、および、第
１電極１１１および第２電極１１２の間に介在する電解質層１１３を備えるセル構造体１
１０と、第１電極１１１に対向するように配置されたガス拡散層１２０と、ガス拡散層１
２０に対向するように配置されたガス流路板１３０と、を備える。ここで、図１は、燃料
電池１００の一実施態様を模式的に示す断面図である。図２は、ガス流路板１３０および
ガス拡散層１２０の構成の一例を示す展開斜視図である。図３Ａ～図３Ｃ、図４Ａ～図４
Ｃおよび図５Ａ～図５Ｃは、ガス流路板１３０を、後述する領域ごとに展開して示す上面
図である。図中、同じ機能を有する構成要素には、同じ符号を付して示している。
【００２０】
  ガス流路板１３０およびガス拡散層１２０は、図示しないマニホールドから供給される
ガスを拡散しながら、第１電極１１１に供給する機能を有する。ガス流路板１３０は、ガ
ス拡散層１２０にガスを供給するために、ガス拡散層１２０に対向するように配置されて
いる。ガス拡散層１２０は、第１電極１１１にガスを供給するために、第１電極１１１に
対向するように配置されている。
【００２１】
（ガス流路板）
  ガス流路板１３０は、ガス拡散層１２０にガスを供給する部材である。ガス流路板１３
０は、ガスの圧力損失の増加を抑制しながら、ガス拡散層１２０の面方向（ひいては、燃
料電池１００の面方向）に均一に拡散されたガスを、ガス拡散層１２０に供給する。ガス
流路板１３０によるガスの圧力損失は、ガス拡散層１２０によるガスの圧力損失よりも小
さいことが望ましい。ガス流路板１３０によるガスの圧力損失は、例えば、ガス拡散層１
２０の圧力の５０％未満である。また、ガス流路板１３０は、燃料電池１００のインター
コネクタとして機能し得る。
【００２２】
  ガス流路板１３０は、ガス流路板１３０の厚みを分割するように配置される第１領域１
３１と、第２領域１３２と、第３領域１３３とを、ガス拡散層１２０側とは反対の板面１
３０Ｂからこの順に備えている。ガス流路板１３０はほぼ一定の厚みを有している。すな
わち、ガス流路板１３０のガス拡散層１２０側の板面１３０Ａと、板面１３０Ａに対向す
る板面１３０Ｂとは、ほぼ平行である。また、板面１３０Ａと板面１３０Ｂとは、互いに
全面が対向している。さらに、圧力損失の観点から、板面１３０Ａの法線方向Ｎから見た
第１領域１３１と第２領域１３２との境界面１３０Ｘ、および、法線方向Ｎから見た第２
領域１３２と第３領域１３３との境界面１３０Ｙは、板面１３０Ａおよび板面１３０Ｂの
全体に対向していることが好ましい。
【００２３】
  第１領域１３１には第１流路１３１Ａが形成され、第２領域１３２には第２流路１３２
Ａが形成され、第３領域１３３には第３流路１３３Ａが形成されている。それぞれの流路
は、各領域をガス流路板１３０の厚さ方向に貫いている。また、第１流路１３１Ａは、ガ
ス流路板１３０の板面１３０Ｂに開口するとともに第２流路１３２Ａに連通し、第２流路
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１３２Ａは第３流路１３３Ａに連通し、第３流路１３３Ａは、ガス流路板１３０の板面１
３０Ａに開口するとともにガス拡散層１２０に連通している。よって、マニホールドから
供給されたガスは、第１流路１３１Ａを通った後、順次、第２流路１３２Ａおよび第３流
路１３３Ａを通って、ガス拡散層１２０に供給される。
【００２４】
  上記各流路は、各領域におけるガスの流量およびガスの流れる方向が変化するように、
形成されている。このように、ガス流路板１３０を厚み方向に複数の領域に分割し、各領
域に異なる機能を有する流路を配置することにより、ガスは、短い経路で板面１３０Ａの
全面に高い均一性で拡散される。加えて、板面１３０Ａから流出するガスの面方向におけ
る圧力のばらつきが抑制される。この機構については後述する。
【００２５】
  境界面１３０Ｘおよび境界面１３０Ｙは、法線方向Ｎから見た各流路の断面の形状や面
積等によって決定できる。後述するように、ガス流路板が複数の板状部材によって構成さ
れている場合、板状部材のそれぞれが、ある一つの領域を形成しているとみなすことがで
きる。なお、第１領域１３１に形成されている第１流路１３１Ａの上記断面の形状および
面積は、大きくは変化しない。例えば、第１流路１３１Ａの法線方向Ｎから見た断面積の
変化率は１０％以下である。第２流路１３２Ａおよび第３流路１３３Ａについても同様で
ある。
【００２６】
  各領域は、法線方向Ｎから見た各流路の断面の形状や面積等によって、以下のように決
定できる。第１領域１３１と第２領域１３２とでは、流路の上記断面の形状および面積が
異なる。そのため、法線方向Ｎから見たとき、板面１３０Ａの中心から外縁に向かう方向
に延出したスリットを備える領域は、第１領域１３１であると決定できる。一方、第１領
域１３１のガス拡散層１２０側に隣接した領域であって、法線方向Ｎから見たとき、上記
スリットを備えない領域は、第２領域１３２であると決定できる。あるいは、第１領域１
３１のガス拡散層１２０側に隣接した領域であって、上記断面の面積が第１領域１３１に
形成された第１流路１３１Ａの上記断面の面積の６０％よりも小さい流路を持つ領域は、
第２領域１３２であると決定できる。これら第１領域１３１と第２領域１３２との板面１
３０Ａに平行な境界面を、境界面１３０Ｘとする。
【００２７】
  第２領域１３２と第３領域１３３とでは、上記断面の面積が異なる。例えば、ガス流路
板１３０に形成された流路の上記断面の面積の変化を、ガス流路板１３０のガス拡散層１
２０に対向する面（板面１３０Ａ）から板面１３０Ａとは反対側の面（板面１３０Ｂ）に
向かって逐次算出したとき、板面１３０Ａに形成された開口（後述する第３開口１３３ａ
）の総面積に対して、上記断面の面積が２０％の割合になった板面１３０Ａに平行な面を
、第２領域１３２と第３領域１３３との境界面１３０Ｙと決定できる。この場合、境界面
１３０Ｙからガス拡散層１２０までの領域が第３領域１３３であり、境界面１３０Ｙから
境界面１３０Ｘまでの領域が第２領域１３２である。
【００２８】
  なお、図示例ではガス流路板１３０の板面１３０Ａ、１３０Ｂ、およびガス拡散層１２
０の主面の形状が円形である場合を示しているが、これに限定されるものではない。ガス
流路板１３０の板面１３０Ａ、１３０Ｂ、およびガス拡散層１２０の主面の形状は、例え
ば、矩形、楕円形、多角形、不定形等であってもよい。
【００２９】
（第１領域）
  第１領域１３１には、マニホールドからガスが供給される。第１領域１３１は、供給さ
れたガスを、第１領域１３１の中央から外縁に、あるいは、第１領域１３１の外縁から中
央に強制的に拡散させた状態で、第２領域１３２に供給する役割を有する。つまり、法線
方向Ｎから見た第１流路１３１Ａは、第１領域と第２領域との境界面１３０Ｘにおいて、
板面１３０Ａの中心から外縁に向かう方向に延出したスリットを含む。言い換えれば、境
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界面１３０Ｘには、第１流路１３１Ａによって、板面１３０Ａの中心から外縁に向かう方
向に延出したスリット形状の開口が少なくとも形成されている。境界面１３０Ｘには、他
の形状あるいは上記方向とは異なる方向に延出した開口が形成されていてもよい。以下、
板面１３０Ａの中心から外縁に向かう方向に延出したスリット形状の開口と、その他、必
要に応じて境界面１３０Ｘに形成された開口とを合わせて、第１開口１３１ａとする。
【００３０】
  スリット形状（あるいはスリット）とは、第１開口１３１ａを構成する個々の開口を囲
む最少の矩形を想定したとき、当該矩形の任意の一辺とこの一辺と頂点を共有して直交す
る一辺との長さの比が２を超える場合をいう。この場合、第１開口１３１ａを囲む最少の
矩形の長手方向が、板面１３０Ａの中心から外縁に向かう方向である。板面１３０Ａの中
心から外縁に向かう方向とは、板面１３０Ａの中心点Ｃを含む中央部に含まれる任意の点
と外縁とを結ぶ直線の方向である。このとき、中央部に含まれる任意の点と外縁とを結ぶ
直線は、必ずしも中心点Ｃを通らなくてもよい。
【００３１】
板面１３０Ａの中心点Ｃを含む中央部とは、板面１３０Ａの中心点Ｃと外縁とを結ぶ複数
の任意の直線を引き、これら直線上にあって、中心点Ｃからの距離が当該直線の１／４で
ある複数の地点を繋いで形成される図形（板面１３０Ａと相似形である）で囲まれた、中
心点Ｃを含む領域である。
【００３２】
  板面１３０Ａの中心点Ｃは、板面１３０Ａが円形の場合、円の直径の中点であり、板面
１３０Ａが楕円形の場合、長径および短径の中点である。また、板面１３０Ａが円および
楕円以外の点対称な形状（例えば、矩形）である場合、中心点Ｃは複数の対角線の交点で
ある。板面１３０Ａが上記以外の形状である場合、ガス流路板１３０の密度は一様である
と仮定して、中心点Ｃを、ガス流路板１３０の重心Ｇとみなすことができる。
【００３３】
  第１開口１３１ａの外形は特に限定されず、矩形であってもよいし、その他の形状であ
ってもよい。例えば、第１開口１３１ａの中心線は、直線であってもよいし、円弧や波型
のように曲線であってもよいし、これらの組合せであってもよい。第１開口１３１ａの中
心線とは、第１開口１３１ａの短手方向を２等分する線である。また、第１開口１３１ａ
の短手方向および長手方向の幅は一定であってもよいし、一定でなくてもよい。
【００３４】
  第１開口１３１ａの配置は、第１流路１３１Ａと第２流路１３２Ａとが連通し、かつ、
板面１３０Ａの中心から外縁に向かう方向に延出している限り、特に限定されない。なか
でも、圧力損失の観点から、第１開口１３１ａは、第２流路１３２Ａに対応する位置にあ
ることが好ましい。
【００３５】
  第１開口１３１ａを囲む最少の矩形の長手方向（板面１３０Ａの中心と外縁とを結ぶ方
向）の長さは、特に限定されない。第１開口１３１ａの上記長手方向の長さは、板面１３
０Ａの中心点Ｃから外縁までの長さと同じであってもよいし、これより短くてもよい。ま
た、板面１３０Ａの中心点Ｃから外縁までの長さよりも短い第１開口１３１ａを、板面１
３０Ａの中心から外縁までを結ぶ任意の直線上に、複数配置してもよい。なかでも、ガス
を板面１３０Ａの外縁にまで拡散させるために、第１開口１３１ａの上記長手方向の長さ
は、板面１３０Ａの中心点Ｃから外縁までの長さ（板面１３０Ａが円形である場合、その
半径）の１／２以上であることが好ましい。
【００３６】
  第１開口１３１ａの総面積（第１開口面積Ｓ１）の板面１３０Ａに対する割合は、特に
限定されない。なかでも、ガスが板面１３０Ａの外縁全体により均等に拡散される点で、
上記割合は、例えば３～５０％であることが好ましい。
【００３７】
  図３Ａおよび図３Ｂに、複数の第１開口１３１ａが、板面１３０Ａの中心から外縁に向
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かって、放射状に形成されている場合を示す。なお、図中、第１領域１３１の点Ｃ１は、
中心点Ｃに対応している。第１開口１３１ａが放射状に複数形成されている場合、近接す
る複数の第１開口１３１ａを囲む最少の矩形の中心線同士の成す角度θは、１２０度以下
であることが好ましい。これにより、ガスは、第２領域１３２を介して第３領域１３３の
全面に高い均一性で拡散される。図３Ａでは、角度θが９０度である場合を示しており、
図３Ｂでは、角度θが１２０度である場合を示している。図３Ａおよび図３Ｂは、境界面
１３０Ｘ側から見た第１領域１３１の上面図を示している。
【００３８】
  図３Ａにおいて、第１領域１３１はさらに２つの領域に分かれている。一方の領域は、
第１流路１３１Ａが形成されている領域（形成領域１３１１）である。他方の領域は、第
１流路１３１Ａを有しない領域（受入領域１３１２）である。受入領域１３１２は、第１
領域１３１の第２領域１３２とは反対側に配置され、例えば、マニホールドからのガスを
直接的に受け入れる領域である。受入領域１３１２は、受入領域１３１２を貫通する流入
口１４０を備えている。流入口１４０と第１流路１３１Ａとは連通しており、第１流路１
３１Ａは、流入口１４０を通じて板面１３０Ｂに開口している。流入口１４０と第１流路
１３１Ａとは、対応する位置に配置されていてもよい。後述するように、ガス拡散層１２
０として用いられる三次元網目状の金属多孔体は、ガスの通る経路が比較的長い。そのた
め、三次元網目状の金属多孔体は、ガスを第１領域１３１の内部に長く滞留させることが
できる。よって、流入口１４０が第１流路１３１Ａに対応する位置にある場合であっても
、ガスは、板面１３０Ａの外縁方向にまで拡散され易くなる。
【００３９】
  受入領域１３１２には、さらに、ガスを他のマニホールドに排出する排出口１５０が形
成されていてもよい。この場合、マニホールドから供給されたガスは、受入領域１３１２
、第１流路１３１Ａが形成された形成領域１３１１、第２領域１３２、第３領域１３３お
よびガス拡散層１２０を経由して、第１電極１１１に供給されて、一部が消費される。消
費されなかった残部は、再びガス拡散層１２０、第３領域１３３、第２領域１３２、形成
領域１３１１を経由して、受入領域１３１２の排出口１５０から他のマニホールドに排出
される。
【００４０】
  図３Ｃに、第１開口１３１ａが、点Ｃ１を含むとともに板面１３０Ａの中心から外縁に
向かう一方向に延出したスリット１３１１ａに加え、スリット１３１１ａと略平行に延出
し、スリット１３１１ａと所定の間隔をあけて配置された複数のスリット１３１１ｂを含
む場合を示す。
【００４１】
  図３Ｃでは、第１開口１３１ａが板面１３０Ａの一方向にのみ延出している。この場合
、第１領域１３１をさらに２つの領域に分ける。一方の領域は、第１流路１３１Ａが形成
されている領域（形成領域１３１１）であり、他方の領域は、第１流路１３１Ａに替えて
、補助流路１３１３Ａを有する領域（補助領域１３１３）である。補助領域１３１３は、
形成領域１３１１の板面１３０B側に配置される。
【００４２】
  補助流路１３１３Ａは、形成領域１３１１との境界面に、第１開口１３１ａ（１３１１
ａおよび１３１１ｂ）とは異なる方向に延出するスリット状の複数の開口（補助開口１３
１３ａ）を形成する。補助流路１３１３Ａと第１流路１３１Ａとは連通しており、第１流
路１３１Ａは、補助流路１３１３Ａを通じて板面１３０Ｂに開口している。第１流路１３
１Ａを備える形成領域１３１１と補助領域１３１３との境界面において、補助流路１３１
３Ａによって形成される補助開口１３１３ａを囲む最少の矩形の中心線と、第１開口１３
１ａを囲む最少の矩形の中心線とが成す最少の角度は、３０～９０度の範囲であることが
好ましい。これにより、ガスの拡散方向が一方向に偏ることが抑制されて、ガスは境界面
１３０Ｘの外縁全体に拡散され易くなる。
【００４３】
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  複数の補助開口１３１３ａは、第１開口１３１ａとは異なる方向に、それぞれランダム
に延出していてもよいし、図３Ｃに示すように、互いに平行に延出していてもよい。なか
でも、ガスの流れを制御し易い点で、複数の補助開口１３１３ａ同士は、互いに平行であ
ることが好ましい。補助領域１３１３は、必要に応じて複数配置してもよい。ただし、そ
の数は少ない（例えば、３層以下）ことが望ましい。燃料電池１００の厚みが大きくなる
ためである。補助開口１３１３ａの総面積の板面１３０Ａに対する割合は、１０～５０％
であることが好ましく、２０～４０％であることがより好ましい。
【００４４】
（第２領域）
  第２領域１３２は、第１領域１３１により板面１３０Ａの外縁方向にまで拡散されたガ
スを、第３領域１３３を介して、高い圧力でガス拡散層１２０に供給する役割を有する。
そのため、第２流路１３２Ａによって境界面１３０Ｙに形成された開口（第２開口１３２
ａ、図４Ａ～４Ｃ参照）の総面積（第２開口面積Ｓ２）は、第３流路１３３Ａによって第
３領域１３３とガス拡散層１２０との境界面（すなわち、板面１３０Ａ）に形成された開
口（第３開口１３３ａ、図５Ａ～５Ｃ参照）の総面積（第３開口面積Ｓ３）よりも小さい
（Ｓ２＜Ｓ３）。上流である第２開口面積Ｓ２が、下流である第３開口面積Ｓ３より小さ
いため、ガスは、高い圧力で第２領域１３２から、第３領域１３３、さらにはガス拡散層
１２０へと流れる。特に、第２開口面積Ｓ２は、第３開口面積Ｓ３の１／５０～１／５で
あることが好ましい。図４Ａ～４Ｃに、境界面１３０Ｙ側から見た第２領域１３２の上面
図を示す。図５Ａ～５Ｃに、板面１３０Ａ側から見た第３領域１３３の上面図を示す。
【００４５】
  さらに、第２領域１３２は、ガスを第１領域１３１の内部に長く留める役割を有する。
これにより、第１領域１３１に供給されたガスは、板面１３０Ａの中央から外縁方向にわ
たって十分に拡散される。そのため、第２開口面積Ｓ２は、第１開口１３１ａの境界面１
３０Ｘにおける総面積（第１開口面積Ｓ１）よりも小さい（Ｓ２＜Ｓ１）。下流である第
２開口面積Ｓ２が、上流である第１開口面積Ｓ１より小さいため、ガスは、上流側で一旦
、滞留させられる。このとき、ガスは、境界面１３０Ｘに形成された第１開口１３１ａに
沿って、板面１３０Ａの外縁方向に拡散する。さらに、第１開口１３１ａから流出するガ
スの圧力が、境界面１３０Ｘ全体で均等化される。特に、第２開口面積Ｓ２は、第１開口
面積Ｓ１の１／２０～１／２であることが好ましい。
【００４６】
  第２開口１３２ａの形状は特に限定されないが、第２領域１３２の上記役割を考慮する
と、スポット形状であることが好ましい。スポット形状とは、第２開口１３２ａを構成す
る個々の開口を囲む最少の矩形を想定したとき、当該矩形の任意の一辺とこの一辺と頂点
を共有して直交する一辺との長さの比が２以下である場合をいう。第２開口１３２ａの外
形は特に限定されず、例えば円形、楕円形、多角形、星形等が挙げられる。
【００４７】
  第２開口１３２ａの配置は、第２流路１３２Ａと、第１流路１３１Ａおよび第３流路１
３３Ａとが、それぞれ連通する限り、特に限定されない。なかでも、圧力損失の観点から
、第２開口１３２ａは、第３流路１３３Ａに対応する位置にあることが好ましい。さらに
は、ガスが第３領域１３３の全面に拡散し易くなる点で、第２開口１３２ａは、少なくと
も境界面２３の点Ｃ２近傍および外縁近傍に配置されることが好ましい。点Ｃ２は、板面
１３０Ａの中心点Ｃに対応している。
【００４８】
  第２開口１３２ａの好ましい配置を、図４Ａ～図４Ｃに示す。図４Ａは、スポット形状
の第２開口１３２ａが、境界面１３０Ｙ上の点Ｃ２の近傍および外縁の近傍に、十字型の
線上に形成されている場合を示す。図４Ａにおいて、第２開口１３２ａは、図３Ａに示す
第１開口１３１ａに対応する位置に配置されている。
【００４９】
  図４Ｂは、スポット形状の第２開口１３２ａが、境界面１３０Ｙ上の点Ｃ２の近傍およ
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び外縁の近傍に、円を三分割するような直線上に形成されている場合を示す。図４Ｂにお
いて、第２開口１３２ａは、図３Ｂに示す第１開口１３１ａに対応する位置に配置されて
いる。図４Ｃは、スポット状の第２開口１３２ａが、境界面１３０Ｙの全面に形成されて
いる場合を示す。図４Ｃにおいて、第２開口１３２ａは、図３Ｃに示す第１開口１３１ａ
（１３１１ａおよび１３１１ｂ）に対応する位置に配置されている。なお、第２開口１３
２ａの配置は、これに限定されない。
【００５０】
  第２開口面積Ｓ２の板面１３０Ａに対する割合は、特に限定されないが、ガスの圧力が
高まる点、および、ガスが滞留し易くなる点で、例えば０．２～１５％であることが好ま
しい。
【００５１】
（第３領域）
  第３領域１３３は、ガス拡散層１２０に対向しており、圧力損失の増加を抑制しながら
、ガス拡散層１２０の全面に高い均一性でガスを供給する役割を有する。そのため、第３
流路１３３Ａによって板面１３０Ａに形成された開口（第３開口１３３ａ）の総面積（第
３開口面積Ｓ３）は、第１開口面積Ｓ１および第２開口面積Ｓ２よりも大きい。
【００５２】
  第３流路１３３Ａの配置は、第２流路１３２Ａと第３流路１３３Ａ、第３流路１３３Ａ
とガス拡散層１２０とがそれぞれ連通する限り、特に限定されない。なかでも、第３開口
１３３ａは、板面１３０Ａの全面に偏りなく形成されていることが好ましい。すなわち、
板面１３０Ａの中央部（１３０Ｃ。図５Ｃ参照）の面積に対する、第３流路１３３Ａの中
央部１３０Ｃにおける開口面積の割合をＲｉｎとし、板面１３０Ａの外縁部の面積に対す
る、第３流路１３３Ａの外縁部における開口面積の割合をＲｏｕｔとしたとき、０．８≦
Ｒｉｎ／Ｒｏｕｔ≦１．２の関係を満たすことが好ましい。中央部１３０Ｃとは、板面１
３０Ａの中心点Ｃと外縁とを結ぶ複数の任意の直線を引いたとき、これら直線の中点を繋
いで形成される図形（板面１３０Ａと相似形である）で囲まれた、中心点Ｃを含む領域で
ある。外縁部とは、板面１３０Ａの中央部１３０Ｃ以外の領域である。
【００５３】
  第３開口１３３ａの形状は、例えば、図５Ａおよび図５Ｂに示すようなリング状であっ
てもよい。この場合、リングの本数は特に限定されず、例えば、３～１５本である。また
、第３開口１３３ａの形状は、図５Ｃに示すように市松模様状であってもよい。図中、点
Ｃ３は、板面１３０Ａの中心点Ｃに対応している。
【００５４】
  第３開口面積Ｓ３の板面１３０Ａの面積に対する割合は、特に限定されないが、ガスの
圧力損失が低減される点で、例えば１０～７５％であることが好ましい。
【００５５】
  第３領域１３３は、第３流路１３３Ａが形成された領域以外の領域（拡散領域。図示せ
ず）を備えていてもよい。拡散領域は、第２領域１３２と第３流路１３３Ａが形成された
領域との間に配置され得る。拡散領域は拡散流路を備える。拡散領域と第３流路１３３Ａ
が形成された領域との境界面において、拡散流路の当該境界面に対する開口面積は、第２
開口面積Ｓ２よりも大きければよく、第３開口面積Ｓ３よりも小さくてもよいし、同じか
、それ以上であってもよい。
【００５６】
  第１領域１３１、第２領域１３２および第３領域１３３の厚みは、特に限定されない。
なかでも、ガスの経路が短くなる点で、できる限り薄いことが好ましい。各領域の厚みは
、それぞれ同じであってもよいし、異なっていてもよい。また、各領域の厚みのガス流路
板１３０の厚みに対する割合も特に限定されない。例えば、ガス流路板１３０の厚みは、
１．５～５ｍｍであり、各領域の厚みは、０．２～１．５ｍｍである。
【００５７】
  ガス流路板１３０の材料としては、導電性および耐熱性の点で、ステンレス鋼、ニッケ
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ル基合金、クロム基合金等の耐熱合金、ランタンクロマイト（ＬａＣｒＯ３）等のセラミ
ックスが例示できる。プロトン伝導性固体酸化物型燃料電池（ＰＣＦＣ）の場合、動作温
度が４００～６００℃程度であるため、安価なステンレス鋼をガス流路板１３０の材料と
して用いることができる。なお、領域ごとに、異なる材料を用いてもよい。
【００５８】
  第１領域１３１、第２領域１３２および第３領域１３３を備えるガス流路板１３０の製
造方法は、厚み方向に開口面積が変化するとともに、厚み方向にガスの流れる方向を強制
的に変化させるような流路を形成することができる限り、特に限定されない。なかでも、
生産性およびコストの点で、複数の板状部材に所定の貫通孔を形成し、これらを積層する
ことにより、ガス流路板１３０を製造することが好ましい。すなわち、ガス流路板１３０
は、複数の板状部材の積層体であることが好ましい。
【００５９】
  上記の場合、ガス流路板１３０は、例えば、第１板状部材、第２板状部材および第３板
状部材を準備する工程と、第１板状部材、第２板状部材および第３板状部材に、それぞれ
第１貫通孔、第２貫通孔および第３貫通孔を形成する工程と、各貫通孔が形成された第１
板状部材、第２板状部材および第３板状部材を、この順に積層する工程と、を備える方法
により製造することができる。
【００６０】
  このとき、第１貫通孔を、第１貫通孔によって第１板状部材の第２板状部材に対向する
主面に形成される開口として、第１板状部材の当該主面の中心と外縁とを結ぶ方向に延出
するスリットを含むように形成する。さらに、各貫通孔を、第１貫通孔によって第１板状
部材の上記主面に形成される開口の総面積ｓ１と、第２貫通孔によって第２板状部材の第
３板状部材に対向する主面に形成される開口の総面積ｓ２と、第３貫通孔によって第３板
状部材の第２板状部材に対向しない主面に形成される開口の総面積ｓ３とが、２×ｓ２＜
ｓ１、５×ｓ２＜ｓ３の関係を満たすように、形成する。各貫通孔は、生産性の観点から
、プレス加工により形成されることが好ましい。また、各貫通孔は、板状部材の両主面に
対して垂直に形成されていてもよいし、非垂直に形成されていてもよい。前者の場合、板
状部材の両主面には、形状および大きさが同じ開口が形成される。
【００６１】
（ガス拡散層）
  ガス拡散層１２０は、ガス流路板１３０で拡散されたガスをさらに拡散しながら、第１
電極１１１に供給する層である。ここで、ガス拡散層１２０によるガスの圧力損失は、ガ
ス流路板１３０よりも大きい。また、ガス拡散層１２０は、燃料電池１００の集電体とし
て機能し得る。
【００６２】
  ガス拡散層１２０は、三次元網目状の骨格を有する金属多孔体である。三次元網目状と
は、例えば、棒状や繊維状の金属が相互に三次元的に繋がり合い、ネットワークを形成し
ている構造を指す。このような金属多孔体は、例えば、不織布状の構造や、スポンジ状の
構造を有する。
【００６３】
  ガス拡散層１２０の気孔率は、圧力損失およびガス拡散性の観点から、７０体積％以上
であることが好ましく、８０体積％以上であることがより好ましく、８５体積％以上であ
ることが特に好ましい。ガス拡散層１２０の気孔率は、１００体積％未満であり、９９．
５体積％以下であっても良く、９９体積％以下であってもよい。これらの下限値と上限値
とは任意に組み合わせることができる。なお、気孔率（体積％）は、｛１－（ガス拡散層
１２０の見掛けの比重／ガス拡散層１２０を構成する金属の真の比重）｝×１００で求め
られる。
【００６４】
  ガス拡散層１２０を構成する金属は、特に制限されない。このような金属としては、例
えば、銅、銅合金（銅と、例えば、鉄（Ｆｅ）、ニッケル（Ｎｉ）、シリコン（Ｓｉ）、



(13) JP 6773053 B2 2020.10.21

10

20

30

40

50

マンガン（Ｍｎ）等との合金）、ＮｉまたはＮｉ合金（Ｎｉと、例えば、錫（Ｓｎ）、ク
ロム（Ｃｒ）、タングステン（Ｗ）等との合金）、アルミニウム（Ａｌ）またはＡｌ合金
（Ａｌと、例えばＦｅ、Ｎｉ、Ｓｉ、Ｍｎ等との合金）、ステンレス鋼等が挙げられる。
なお、市販の三次元網目状の金属多孔体としては、住友電気工業株式会社製の銅またはニ
ッケルの「セルメット」（登録商標）や「アルミセルメット」（登録商標）を用いること
ができる。
【００６５】
  ガス拡散層１２０は、アノードに対向するように配置されることが好ましい。すなわち
、第１電極１１１はアノードであることが好ましい。アノードには、通常、触媒成分とし
て酸化ニッケルが含まれている。アノードに燃料ガスが供給されると、酸化ニッケルの還
元反応が起こる。この還元反応により、アノードの体積はわずかに収縮する。ここで、ア
ノードに燃料ガスが不均等に供給されると、アノード内で、収縮の程度にばらつきが生じ
る。このとき、アノードの大きく収縮する箇所に、応力が集中するため、セル構造体が損
傷する場合がある。ガス拡散層１２０をアノードに対向するように配置することにより、
燃料ガスがアノードの全面に高い均一性で供給される。よって、アノードの収縮のばらつ
きが抑制されて、セル構造体１１０の損傷が抑制される。
【００６６】
  以下、第１電極１１１がアノードであり、第２電極１１２がカソードである場合を例に
とって、セル構造体１１０について説明する。
【００６７】
（セル構造体）
  セル構造体１１０は、アノード１１１と、カソード１１２と、アノード１１１およびカ
ソード１１２の間に介在する電解質層１１３と、を備える。アノード１１１とカソード１
１２と電解質層１１３とは、例えば、焼結により一体化されている。セル構造体１１０は
、アノード１１１の厚みがカソード１１２よりも大きい、いわゆるアノードサポート型で
あってもよい。
【００６８】
（アノード）
  アノード１１１は、イオン伝導性の多孔質構造を有している。例えば、プロトン伝導性
を有するアノード１１１では、図示しないマニホールドから導入される水素等の燃料を酸
化して、プロトンと電子とを放出する反応（燃料の酸化反応）が行われる。アノード１１
１の厚みは、例えば、１０μｍ～１０００μｍ程度であればよい。
【００６９】
  アノード１１１の材料としては、例えば、燃料電池のアノードとして用いられる公知の
材料を用いることができる。具体的には、以下に例示する固体酸化物と、触媒成分である
酸化ニッケル（ＮｉＯ）と、の複合酸化物等が挙げられる。このような複合酸化物を含む
アノード１１１は、例えば、ＮｉＯ粉末と粉末状の上記金属酸化物等とを混合し、焼結す
ることにより形成することができる。
【００７０】
  上記固体酸化物としては、例えば、カルシウム、スカンジウムおよびイットリウムより
なる群から選択される少なくとも１種がドープされた二酸化ジルコニウム（安定化ジルコ
ニア）、イットリウムがドープされたジルコン酸バリウム（ＢＺＹ、ＢａＺｒ１－eＹeＯ

３－δ、０．０５≦ｅ≦０．２５、δは酸素欠損量である）、イットリウムがドープされ
たセリウム酸バリウム（ＢＣＹ、ＢａＣｅ１－fＹfＯ３－δ、０．０５≦ｆ≦０．２５、
δは酸素欠損量である）、イットリウムがドープされたジルコン酸バリウム／セリウム酸
バリウムの混合酸化物（ＢＺＣＹ、ＢａＺｒ１－g―hＣｅgＹhＯ３－δ、０＜ｇ＜１、０
．０５≦ｈ≦０．２５、δは酸素欠損量である）等の金属酸化物が挙げられる。
【００７１】
（カソード）
  カソード１１２は、酸素分子を吸着し、解離させてイオン化することができる多孔質の
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構造を有している。カソード１１２の材料としては、例えば、燃料電池のカソードとして
用いられる公知の材料を用いることができる。カソード１１２の材料は、例えば、ランタ
ンを含み、ペロブスカイト構造を有する化合物である。具体的には、ランタンストロンチ
ウムコバルトフェライト（ＬＳＣＦ、Ｌａ１ａＳａＦｅ１－ｂＣｏｂＯ３－δ、０．２≦
ａ≦０．８、０．１≦ｂ≦０．９、δは酸素欠損量である）、ランタンストロンチウムマ
ンガナイト（ＬＳＭ、Ｌａ１－ｃＳｃＭｎＯ３－δ、０．２≦ｃ≦０．８、δは酸素欠損
量である）、ランタンストロンチウムコバルタイト（ＬＳＣ、Ｌａ１－ＨＲＳＨＲＣｏＯ

３－δ、０．２≦ＨＲ≦０．８、δは酸素欠損量である）等が挙げられる。
【００７２】
  カソード１１２は、ニッケル、鉄、コバルト等の触媒を含んでいてもよい。触媒を含む
場合、カソードは、触媒と上記材料とを混合して、焼結することにより形成することがで
きる。また、カソード１１２の厚みは、特に限定されないが、５μｍ～１００μｍ程度で
あればよい。
【００７３】
（電解質層）
  電解質層１１３は、イオン伝導性を有する固体酸化物を含む。電解質層１１３を移動す
るイオンとしては特に限定されず、酸化物イオンであってもよいし、水素イオン（プロト
ン）であってもよい。なかでも、電解質層１１３は、プロトン伝導性を有することが好ま
しい。プロトン伝導性の燃料電池（ＰＣＦＣ）は、例えば４００～６００℃の中温域で稼
働できる。そのため、ＰＣＦＣは、多様な用途に使用可能である。イオン伝導性を有する
固体酸化物としては、アノード１１１に用いられる固体酸化物として例示した金属酸化物
を、同じく例示することができる。プロトン伝導性を有する固体酸化物としては、ＢＺＹ
、ＢＣＹ、ＢＺＣＹ等があげられる。
【００７４】
（セル構造体の製造方法）
  セル構造体１１０の製造方法は、特に限定されず、従来公知の方法を用いることができ
る。例えば、アノード用材料をプレス成形する工程と、得られたアノード成形体の片面に
、固体酸化物を含む電解質用材料を積層し、焼結する工程と、焼結された電解質用材料の
表面に、カソード用材料を積層し、焼結する工程と、を備える方法により、製造すること
ができる。このようにして製造されたセル構造体１１０は、アノード１１１と電解質層１
１３とカソード１１２とが一体化されている。
【００７５】
  電解質用材料を積層する工程は、例えば、電解質用材料の粉末と水溶性のバインダ樹脂
とを混合したペーストを、アノード成形体の片面にスクリーン印刷、スプレー塗布、スピ
ンコート、ディップコート等により付与することにより行われる。カソード用材料も同様
にして、電解質の表面に積層することができる。
【００７６】
  電解質用材料の焼結は、アノード成形体と電解質用材料との積層体を、酸素雰囲気下で
、例えば１３００～１５００℃に加熱することにより行われる。焼結の雰囲気中の酸素含
有量は、特に限定されず、５０体積％以上であってもよいし、６０体積％以上であっても
よい。加熱温度は、１３５０～１４５０℃であることが好ましい。焼結は、常圧下または
加圧下で行うことができる。
【００７７】
  電解質用材料を積層する前に、アノード用材料を仮焼結してもよい。仮焼結は、アノー
ド用材料が焼結される温度よりも低い温度（例えば、９００～１１００℃）で行えばよい
。仮焼結を行うことにより、電解質用材料が積層され易くなる。
【００７８】
  電解質用材料を焼結する前に、各材料に含まれるバインダ等の樹脂成分を除去してもよ
い。すなわち、カソード用材料を積層した後、大気中で５００～８００℃程度の比較的低
い温度に加熱して、各材料に含まれる樹脂成分を除去する。その後、酸素雰囲気下で、積
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層体を１３００～１５００℃に加熱して、各材料を焼結させてもよい。
【００７９】
  カソード用材料の焼結は、電解質層が形成されたアノード成形体とカソード用材料との
積層体を、酸素雰囲気下で、例えば８００～１１００℃で焼結することにより行われる。
焼結の雰囲気中の酸素含有量は、特に限定されず、例えば、上記範囲であればよい。焼結
は、常圧下または加圧下で行うことができる。
【００８０】
  ここで、上記のような三次元網目状の骨格を有する金属多孔体は、燃料電池以外に、水
の電気分解（電解）による水素の製造にも好適に使用できる。水素の製造方式には、大き
く分けて（１）アルカリ性水溶液を用いるアルカリ水電解方式、（２）ＰＥＭ方式（poly
mer electrolyte membrane：高分子電解質膜方式）、（３）ＳＯＥＣ方式（Solid Oxide 
Electrolysis Cell：固体酸化物形電解セル方式）があり、いずれの方式にも、上記金属
多孔体を用いることができる。
【００８１】
  （１）アルカリ水電解方式では、アルカリ性水溶液（好ましくは強アルカリ性水溶液）
に陽極および陰極を浸漬し、陽極と陰極との間に電圧を印加することにより、水を電気分
解する方式である。この場合、少なくとも陽極として上記金属多孔体を使用する。すなわ
ち、アルカリ水電解方式を用いる水素製造装置は、アルカリ性水溶液を収容する電解槽と
、電解槽に浸漬される陽極および陰極と、陽極と陰極との間に電圧を印加する電源と、を
備え、陽極および陰極の少なくとも一方が三次元網目状の骨格を有する金属多孔体を含む
。この水素製造装置において、陽極では、水酸化イオンが酸化されて、酸素と水が生成さ
れる。陰極では、水素イオンが還元されて、水素が発生する。上記金属多孔体は表面積が
大きいため、各イオンと金属多孔体との接触面積が大きく、水の電解効率が向上する。ま
た、上記金属多孔体は良好な電気伝導性を備えているため、水の電気分解の効率はより向
上する。さらに、上記金属多孔体は気孔率が高いため、発生した水素および酸素が速やか
に脱離できる。この点においても、水の電解効率の向上が期待できる。
【００８２】
  上記金属多孔体を構成する金属は特に限定されず、ガス拡散層１２０を構成する金属と
して例示したものと同じ金属を例示することができる。なかでも、安価であり、水素発生
反応に対して良好な触媒能を有している点で、陰極に用いられる上記金属多孔体は、Ｎｉ
またはＮｉ合金を含むことが好ましい。触媒活性の点で、陽極に用いられる上記金属多孔
体は、プラチナを含むことが好ましい。
【００８３】
  上記金属多孔体の孔径は、１００μｍ以上、５０００μｍ以下が好ましい。上記金属多
孔体の孔径が上記範囲であれば、各電極で発生した水素または酸素が速やかに脱離できる
ため、電解効率がさらに向上するとともに、各電極と水素イオンまたは水酸化イオンとの
十分な接触面積が確保できる。同様の観点から、上記金属多孔体の孔径は４００μｍ以上
、４０００μｍ以下が好ましい。なお、気泡の脱離性と接触面積の確保とを両立するため
に、異なる孔径を持つ複数の上記金属多孔体を組み合わせて、各電極として使用してもよ
い。さらに、他の金属製の多孔体を上記金属多孔体と組み合わせて用いてもよい。上記金
属多孔体の厚さおよび単位面積当たりの質量（金属量）は、製造装置の規模によって適宜
設定すればよい。例えば、撓み等が生じないように、各電極の主面の面積に応じて、厚さ
や単位面積当たりの質量等を設定すればよい。
【００８４】
  発生した水素と酸素との混合を防止するために、陽極と陰極との間にセパレータを配置
することが好ましい。セパレータの材質は特に限定されず、湿潤性、イオン透過性、耐ア
ルカリ性、非導電性、非通気性、熱安定性等を有していればよい。このようなセパレータ
の材質としては、チタン酸カリウムが含浸されたフッ素樹脂、ポリアンチモン酸、ポリス
ルホン、親水化ポリフェニレンスルフィド、ポリフッ化ビニリデン、ポリテトラフルオロ
エチレン等が挙げられる。陽極と陰極とセパレータとからなる複数のセルをスタックして
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用いる場合、短絡防止の観点から、セル同士の間にも上記したようなセパレータを配置す
ることが好ましい。
【００８５】
  アルカリ性水溶液の溶質も特に限定されず、例えば、アルカリ金属（リチウム、ナトリ
ウム、カリウム、ルビジウム、セシウム、フランシウム）あるいはアルカリ土類金属（カ
ルシウム、ストロンチウム、バリウム、ラジウム）の水酸化物等が挙げられる。なかでも
、強アルカリ性の水溶液が得られる点で、アルカリ金属の水酸化物（特に、ＮａＯＨ、Ｋ
ＯＨ）が好ましい。アルカリ性水溶液の濃度も特に限定されず、電解効率の観点から、２
０～４０質量％であればよい。動作温度は、例えば６０～９０℃程度であり、電流密度は
、例えば０．１～０．３Ａ／ｃｍ２程度である。
【００８６】
（２）ＰＥＭ方式は、高分子電解質膜を用いて水を電気分解する方法である。具体的には
、ＰＥＭ方式では、高分子電解質膜の両面に陽極と陰極とをそれぞれ配置し、陽極に水を
導入するとともに、陽極と陰極との間に電圧を印加することにより、水を電気分解する。
この場合、少なくとも陽極として、上記金属多孔体を用いる。すなわち、ＰＥＭ方式を用
いる水素製造装置（ＰＥＭ式水素製造装置）は、陽極と、陰極と、陽極と陰極との間に介
在する高分子電解質膜と、陽極と陰極との間に電圧を印加する電源と、を備え、少なくと
も陽極が三次元網目状の骨格を有する金属多孔体を含む。ＰＥＭ方式では、高分子電解質
膜によって陽極側と陰極側とが完全に分離されているため、（１）のアルカリ電解方式と
比較して、純度の高い水素を取り出せる利点がある。また、上記金属多孔体は、表面積が
大きく良好な電気伝導性を備えている。そのため、上記金属多孔体は、ＰＥＭ式水素製造
装置の陽極として、好適に使用できる。
【００８７】
  ここで、ＰＥＭ式水素製造装置により発生したプロトンは、高分子電解質膜を通して陰
極へと移動し、陰極側で水素として取り出される。つまり、ＰＥＭ式水素製造装置は、水
素および酸素を反応させて発電し、水を排出する固体高分子型燃料電池とは、全く反対の
反応を利用するものでありながら、同様の構成を有している。ＰＥＭ式水素製造装置の動
作温度は１００℃程度である。高分子電解質膜としては、体高分子型燃料電池あるいはＰ
ＥＭ式水素製造装置に従来使用されている、パーフルオロスルホン酸ポリマー等のプロト
ン伝導性の高分子が使用できる。なお、発生した水素が速やかに脱離できる点で、陰極も
また、上記金属多孔体を含むことが好ましい。
【００８８】
  上記金属多孔体を構成する金属は特に限定されず、ガス拡散層１２０を構成する金属と
して例示したものと同じ金属を例示することができる。なかでも、安価であり、水素発生
反応に対して良好な触媒能を有している点で、陽極に用いられる上記金属多孔体は、Ｎｉ
またはＮｉ合金を含むことが好ましい。触媒活性の点で、陰極に用いられる上記金属多孔
体は、ロジウムを含むことが好ましい。
【００８９】
  上記金属多孔体の孔径は、１００μｍ以上、５０００μｍ以下が好ましい。上記金属多
孔体の孔径が上記範囲であれば、各電極で発生した水素または酸素が速やかに脱離できる
ため、電解効率がさらに向上するとともに、保水性が高まる。特に陽極の保水性が小さい
と、水が陽極と十分に反応する前に通り抜けてしまうため、電解効率が低下し易くなる。
同様の観点から、上記金属多孔体の孔径は４００μｍ以上、４０００μｍ以下が好ましい
。なお、気泡の脱離性、保水性および電気的接続を考慮して、異なる孔径を持つ複数の上
記金属多孔体を組み合わせて、各電極として使用してもよい。さらに、他の金属製の多孔
体を上記金属多孔体と組み合わせて用いてもよい。
【００９０】
  上記金属多孔体の厚さおよび単位面積当たりの質量は、製造装置の規模によって適宜設
定すればよい。なかでも、上記金属多孔体の気孔率が３０％以上となるように、厚さと単
位面積当たりの質量とを調整することが好ましい。上記金属多孔体の気孔率が３０％より
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小さくなると、上記金属多孔体の内部に水を流す際の圧力損失が大きくなるためである。
また、本方式において、高分子電解質膜と各電極とは、圧着されることにより導通する。
そのため、両者を圧着する際の各電極の変形およびクリープによる電気抵抗増加が実用上
問題ない範囲になるように、単位面積当たりの質量を調節することが好ましい。上記金属
多孔体の単位面積当たりの質量としては４００ｇ／ｍ２以上が好ましい。
【００９１】
  （３）ＳＯＥＣ方式（水蒸気電解方式ともいう）は、固体酸化物電解質膜を用いて水蒸
気を電気分解する方法である。具体的には、ＳＯＥＣ方式では、固体酸化物電解質膜の両
面に陽極と陰極とをそれぞれ配置し、いずれかの電極に水蒸気を導入しながら、陽極と陰
極との間に電圧を印加することにより、水を電気分解する。
【００９２】
  ＳＯＥＣ方式では、固体酸化物電解質膜がプロトン伝導性であるか酸化物イオン伝導性
であるかによって、水蒸気を導入する電極が異なる。固体酸化物電解質膜が酸化物イオン
伝導性である場合、水蒸気は陰極に導入される。水蒸気は陰極で電気分解されて、プロト
ンおよび酸化物イオンを生成する。生成したプロトンは、そのまま陰極で還元されて水素
として取り出される。酸化物イオンは固体酸化物電解質膜を通過して陽極へと移動した後
、陽極で酸化されて、酸素として取り出される。一方、固体酸化物電解質膜がプロトン伝
導性である場合、水蒸気は陽極に導入される。水蒸気は陽極で電気分解されて、プロトン
および酸化物イオンが生成される。生成したプロトンは固体酸化物電解質膜を通って陰極
へと移動した後、陰極で還元されて水素として取り出される。酸化物イオンは、そのまま
陽極で酸化されて、酸素として取り出される。
【００９３】
  ＳＯＥＣ方式では、水蒸気が導入される電極として、上記金属多孔体を用いる。すなわ
ち、ＳＯＥＣ方式を用いる水電解装置（ＳＯＥＣ式水素製造装置）は、陽極と、陰極と、
陽極と陰極との間に介在する固体酸化物電解質膜と、陽極と陰極との間に電圧を印加する
電源と、を備え、水蒸気が導入される電極が三次元網目状の骨格を有する金属多孔体を含
む。上記金属多孔体は表面積が大きいため、水蒸気と電極との接触面積も大きくなり、水
の電解効率が向上する。さらに、上記金属多孔体は良好な電気伝導性を備えているため、
水蒸気の電解効率はより向上する。
【００９４】
  高純度の水素が得られ易い点で、固体酸化物電解質膜はプロトン伝導性であることが好
ましい。固体酸化物電解質膜がプロトン伝導性である場合、水蒸気が導入される電極と水
素が取り出される電極とが異なるためである。この場合、上記金属多孔体は、陽極に用い
られる。なお、発生した水素が速やかに脱離できる点で、上記の場合、陰極もまた上記金
属多孔体を含むことが好ましい。
【００９５】
  ＳＯＥＣ式水素製造装置と、水素および酸素を反応させて発電し、水を排出する固体酸
化物型燃料電池とは、全く反対の反応を利用するものでありながら、同様の構成を有して
いる。ＳＯＥＣ式水素製造装置の動作温度は６００℃～８００℃程度であり、陽極では酸
素が発生する。そのため、陽極は高温の酸化雰囲気に置かれる。上記金属多孔体は、高い
耐酸化性および耐熱性を備えているため、ＳＯＥＣ式水素製造装置の特に陽極として好適
に使用できる。
【００９６】
  上記金属多孔体を構成する金属は特に限定されず、ガス拡散層１２０を構成する金属と
して例示したものと同じ金属を例示することができる。なかでも、酸化雰囲気となる陽極
は、クロム（Ｃｒ）などの高い耐酸化性を有する金属を、３～３０質量％含有するＮｉ合
金を含む上記金属多孔体を用いることが好ましい。電気抵抗の点で、陰極に用いられる上
記金属多孔体は、Ｓｎを含むことが好ましい。
【００９７】
  上記金属多孔体の孔径は、１００μｍ以上、５０００μｍ以下が好ましい。上記金属多
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孔体の孔径が上記範囲であれば、水蒸気の圧力損失が適切な範囲になって、電解効率が高
まる。また、上記金属多孔体を陰極に用いた場合、発生した水素も速やかに脱離すること
ができる。同様の観点から、上記金属多孔体の孔径は４００μｍ以上、４０００μｍ以下
が好ましい。なお、気泡の脱離性、水蒸気の通気性および電気的接続を考慮して、異なる
孔径を持つ複数の上記金属多孔体を組み合わせて、各電極として使用してもよい。さらに
、他の金属製の多孔体を上記金属多孔体と組み合わせて用いてもよい。
【００９８】
  上記金属多孔体の厚さおよび単位面積当たりの質量は、水素製造装置の規模によって適
宜設定すればよい。なかでも、上記金属多孔体の気孔率が３０％以上となるように、厚さ
と単位面積当たりの質量とを調整することが好ましい。上記金属多孔体の気孔率が３０％
より小さくなると、上記金属多孔体の内部に水を流す際の圧力損失が大きくなるためであ
る。また、本方式において、固体酸化物電解質膜と各電極とは、圧着されることにより導
通する。そのため、両者を圧着する際の各電極の変形およびクリープによる電気抵抗増加
が実用上問題ない範囲になるように、単位面積当たりの質量を調節することが好ましい。
上記金属多孔体の単位面積当たりの質量としては４００ｇ／ｍ２以上が好ましい。
【００９９】
  図６に、プロトン伝導性の固体酸化物電解質膜を用いたＳＯＥＣ式水素製造装置２００
の断面図を模式的に示す。なお、図６では、電源を省略している。水素製造装置２００は
、固体酸化物電解質膜２１３を含む構造体２１０と、構造体２１０の各主面にそれぞれ対
向する電極２２０Ａおよび２２０Ｂと、電極２２０Ａおよび２２０Ｂの構造体２１０とは
反対側の主面にそれぞれ対向する板材２３０Ａおよび２３０Ｂと、図示しない電源とを備
える。
【０１００】
  電極２２０Ａおよび２２０Ｂはいずれも、上記したような三次元網目状の骨格を有する
金属多孔体である。板材２３０Ａおよび２３０Ｂは、水蒸気および酸素と水素とが混合し
ないように配置されたセパレータであり、それぞれガス流路（図示せず）を備えている。
水蒸気Ｖは、板材２３０Ａを経由して電極２２０Ａに導入される。すなわち、電極２２０
Ａは陽極であり、電極２２０Ｂは陰極である。
【０１０１】
  ＳＯＥＣ式水素製造装置２００は、電極２２０Ｂ、板材２３０Ｂおよび電源を備える以
外、図１に示す燃料電池１００と同様の構成を有している。すなわち、構造体２１０は、
プロトン伝導性を有する固体酸化物を含む固体酸化物電解質膜２１３と、その各主面に対
向するように配置された多孔質層２１１および２１２とを備える。固体酸化物電解質膜２
１３は、電解質層１１３として例示したのと同じプロトン伝導性を有する固体酸化物を含
む。多孔質層２１１および２１２は、固体酸化物電解質膜２１３をサポートしている。ま
た、陽極（電極２２０Ａ）側に配置された多孔質層２１１は、アノード１１１と同様、上
記固体酸化物と触媒成分である酸化ニッケル（ＮｉＯ）との複合酸化物により形成されて
いる。そのため、電解効率がさらに高まる。多孔質層２１２は、例えば、カソード１１２
で例示したのと同じ化合物により形成される。
【０１０２】
  板材２３０Ａは、上記ガス流路板１３０と同様の構成を備えている。これにより、優れ
たガス拡散性能を有する水素製造装置が得られる。板材２３０Ｂの構成は特に限定されず
、上記ガス流路板１３０と同様の構成を備えていてもよい。電極２２０Ａで発生した酸素
および未反応の水蒸気は、板材２３０Ａを経由して取り出されてもよい。同様に、電極２
２０Ｂで発生した水素は、板材２３０Ｂを経由して取り出されてもよい。
【０１０３】
  次に、実施例に基づいて、本発明をより具体的に説明する。ただし、以下の実施例は、
本発明を限定するものではない。
【０１０４】
［実施例１］
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  以下の手順で、燃料電池を作製した。
（１）セル構造体の作製
  下記の手順でセル構造体を作製した。
  まず、ＢＺＹ（ＢａＺｒ０．８Ｙ０．２Ｏ２．９）に、Ｎｉ（触媒成分）を７０体積％
含むようにＮｉＯを混合し、ボールミルによって粉砕混練した。次いで、プレス成形によ
り、アノードを構成する成形体（厚さ５５０μｍ）を形成し、１０００℃で仮焼結した。
続いて、上記成形体の一方の面に、ＢＺＹ（ＢａＺｒ０．８Ｙ０．２Ｏ２．９）と水溶性
バインダ樹脂（エチルセルロース）とを混合したペーストをスクリーン印刷によって塗布
した後、７５０℃で水溶性バインダ樹脂を除去した。次いで、１４００℃で加熱処理する
ことにより共焼結し、アノードと固体電解質層（厚さ１０μｍ）とを形成した。
【０１０５】
  続いて、固体電解質層の表面に、カソードの材料であるＬＳＣＦ（Ｌａ０．６ＨＲ０．

４Ｃｏ０．２Ｆｅ０．８Ｏ３－δ）の粉末と上記有機溶媒とを混合したＬＳＣＦペースト
をスクリーン印刷し、１０００℃で２時間の焼成を行うことにより、セル構造体を作製し
た。カソードの厚みは１０μｍであった。
【０１０６】
（２）ガス流路板の準備
  直径１００ｍｍ、厚み０．５ｍｍの円形のステンレス鋼製の板状部材を４枚準備した。
それぞれの板状部材に、プレス加工により、図７（ａ）～（ｄ）に示すような形状の開口
（１３３ａ、１３２ａ、１３１１ａ、１３１１ｂ、１３１３ａ）を備える貫通孔を形成し
た。図７（ａ）に示す板状部材Ｐ１３３は第３領域１３３を形成し、図７（ｂ）に示す板
状部材Ｐ１３２は第２領域１３２を形成する。図７（ｄ）に示す板状部材Ｐ１３１３は補
助領域であり、図７（ｃ）に示す板状部材Ｐ１３１１とともに第１領域１３１を形成する
。
【０１０７】
  板状部材Ｐ１３１３およびＰ１３１１には、同じ位置に同じ形状の貫通孔を形成した。
貫通孔によって、板状部材Ｐ１３１３の主面には、スリット状の補助開口１３１３ａが１
１本形成され、板状部材Ｐ１３１１の主面には、スリット１３１１ａ、および、その両側
に、スリット１３１１ａに平行なスリット１３１１ｂが５本ずつ形成された。すべての開
口の長手方向の長さは、端から３４ｍｍ、５０ｍｍ、６６ｍｍ、８２ｍｍ、９４ｍｍ、８
２ｍｍ、９４ｍｍ、８２ｍｍ、６６ｍｍ、５０ｍｍ、３４ｍｍであり、短手方向の長さは
２ｍｍであった。さらに、板状部材Ｐ１３１１およびＰ１３１３の外縁には、ガスをマニ
ホールドに排出するための貫通孔（排出口１５０）を複数形成した。
【０１０８】
  板状部材Ｐ１３２の一方の主面には、貫通孔によって、一辺２ｍｍの正方形の第２開口
１３２ａが、１５ｍｍ間隔で全体的に形成されていた。板状部材Ｐ１３３の一方の主面に
は、一辺７ｍｍの正方形の第３開口１３３ａが、１５ｍｍ間隔で市松模様状に形成されて
いた。
【０１０９】
  貫通孔が形成された各板状部材を、図７に示された状態でこの順に積層して、ガス流路
板を得た。板状部材Ｐ１３１３とＰ１３１１とは、補助開口１３１３ａの中心線とスリッ
ト１３１１ａの中心線とが９０度の角度を成すように、積層した。
【０１１０】
（３）ガス拡散層の準備
  住友電気工業株式会社製のニッケルのセルメット（品番♯８）により形成された、円形
の三次元網目状の金属多孔体（厚さ１．４ｍｍ、直径１００ｍｍ）を準備した。
【０１１１】
（４）燃料電池の作製
  上記で得られたセル構造体のアノードの表面に、順次、ガス拡散層およびガス流路板を
積層した。一方、カソードの表面に、ガス流路を有する一枚のステンレス鋼製の板状部材
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により形成されたカソード側インターコネクタを積層し、図１に示す燃料電池を製作した
。
【０１１２】
（５）ガス拡散性評価
  動作温度を６００℃として、作製された燃料電池のアノードに燃料ガスとして水素を０
．３Ｌ／分で流し、カソードに空気を１Ｌ／分で流した時のガス拡散性を評価した。ガス
拡散性は、アノードの表面における静圧により評価した。結果を図８に示す。図８は、ア
ノードの表面の１／４の部分における静圧の分布を示している（以下、図１０、図１２、
図１４、図１６および図１８Ａについても同様）。
【０１１３】
［実施例２］
  ガス流路板として、図９（ａ）～（ｄ）に示すような形状の開口（１３３ａ、１３２ａ
、１３１ａ、１４０および１５０）を備える貫通孔が形成された板状部材を使用したこと
以外は、実施例１と同様にして燃料電池を作製し、評価した。結果を図１０に示す。
【０１１４】
  図９（ａ）に示す板状部材Ｐ１３３は第３領域１３３を形成し、図９（ｂ）に示す板状
部材Ｐ１３２は第２領域１３２を形成する。図９（ｄ）に示す板状部材Ｐ１３１２は受入
領域１３１２であり、図９（ｃ）に示す板状部材Ｐ１３１１とともに第１領域１３１を形
成する。
【０１１５】
  板状部材Ｐ１３１２の一方の主面の中心近傍には、一辺２ｍｍの正方形の流入口１４０
が、２箇所形成されていた。流入口１４０同士は、３２ｍｍの間隔をあけて配置されてい
た。また、板状部材Ｐ１３１２の外縁には、ガスをマニホールドに排出するための貫通孔
（排出口）１５０を２箇所、形成した。排出口１５０の中心の板状部材Ｐ１３１２の中心
からの距離は、いずれも４７ｍｍとした。
【０１１６】
  第１開口１３１ａは、流入口１４０に対応する位置に、板状部材Ｐ１３１１を放射状に
４分割するように形成されていた。第１開口１３１ａの長手方向の長さは、右回りに４７
ｍｍ、３９ｍｍ、４７ｍｍ、３９ｍｍであり、短手方向の長さは、いずれも２ｍｍであっ
た。
【０１１７】
  板状部材Ｐ１３２の一方の主面には、一辺２ｍｍの正方形の第２開口１３２ａが、図９
（ｂ）に示すように、第１開口１３１ａに対応する位置にそれぞれ複数、配置されていた
。１つの第１開口１３１ａに対応する位置に配置された第２開口１３２ａ同士の間隔は、
２０ｍｍとした。板状部材Ｐ１３３の一方の主面には、リング状の第３開口１３３ａが５
本形成されていた。それぞれのリングの内径の半径は、３ｍｍ、１３ｍｍ、２３ｍｍ、３
３ｍｍ、４３ｍｍであり、リングの幅は２．４ｍｍであった。なお、プレス加工の工程上
、リングには、それぞれ２箇所の不連続部分を設けた。貫通孔が形成された各板状部材を
、図９（ａ）～（ｄ）に示された状態で、この順に積層して、ガス流路板とした。
【０１１８】
［実施例３］
  ガス流路板として、図１１（ａ）～（ｄ）に示すような形状の開口（１３３ａ、１３２
ａ、１３１ａ、１４０および１５０）を備える貫通孔が形成された板状部材を使用したこ
と以外は、実施例１と同様にして燃料電池を作製し、評価した。結果を図１２に示す。
【０１１９】
  図１１（ａ）に示す板状部材Ｐ１３３は第３領域１３３を形成し、図１１（ｂ）に示す
板状部材Ｐ１３２は第２領域１３２を形成する。図１１（ｄ）に示す板状部材Ｐ１３１２
は受入領域１３１２であり、図１１（ｃ）に示す板状部材Ｐ１３１１とともに第１領域１
３１を形成する。
【０１２０】
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  板状部材Ｐ１３１２の一方の主面の中心近傍には、一辺２ｍｍの正方形の流入口１４０
が２箇所形成されていた。流入口１４０同士は、２０ｍｍの間隔をあけて配置されていた
。また、板状部材Ｐ１３１２の外縁には、ガスをマニホールドに排出するための貫通孔（
排出口）１５０を２箇所形成した。排出口１５０の中心の板状部材Ｐ１３１２の中心から
の距離は、いずれも４６．２ｍｍとした。
【０１２１】
  第１開口１３１ａは、流入口１４０に対応する位置に、板状部材Ｐ１３１１を放射状に
４分割するように形成されていた。第１開口１３１ａの長手方向の長さは、それぞれ４２
ｍｍ、３２ｍｍ、４２ｍｍ、３２ｍｍであり、短手方向の長さは、いずれも２ｍｍであっ
た。
【０１２２】
  板状部材Ｐ１３２の一方の主面には、一辺２ｍｍの正方形の第２開口１３２ａが、図１
１（ｂ）に示すように、第１開口１３１ａに対応する位置にそれぞれ複数、配置されてい
た。１つの第１開口１３１ａに対応する位置に配置された第２開口１３２ａ同士の間隔は
、１０ｍｍとした。板状部材Ｐ１３３の一方の主面には、リング状の第３開口１３３ａが
９本形成されていた。それぞれのリングの内径の半径は、４．０ｍｍ、９．０ｍｍ、１４
．０ｍｍ、１９．０ｍｍ、２４．０ｍｍ、２９．０ｍｍ、３４．０ｍｍ、３９．０ｍｍ、
４４．０ｍｍであり、リングの幅は、いずれも２．４ｍｍであった。なお、プレス加工の
工程上、リングには、それぞれ２箇所の不連続部分を設けた。貫通孔が形成された各板状
部材を、図１１（ａ）～（ｄ）の順に積層して、ガス流路板とした。
【０１２３】
［実施例４］
  受入領域１３１２として、図１３（ｄ）に示すような流入口１４０および排出口１５０
を備える板状部材Ｐ１３１２を使用したこと以外は、実施例３と同様にして燃料電池を作
製し、評価した。結果を図１４に示す。なお、板状部材Ｐ１３１２の一方の主面の中心近
傍には、一辺２ｍｍの正方形の流入口１４０が２箇所、９２．４ｍｍの間隔をあけて形成
されていた。排出口１５０の中心の板状部材Ｐ１３１２の中心からの距離は、いずれも４
１ｍｍとした。
【０１２４】
［実施例５］
  受入領域１３１２として、図１５（ｄ）に示すような流入口１４０および排出口１５０
を備える板状部材Ｐ１３１２を使用したこと以外は、実施例３と同様にして燃料電池を作
製し、評価した。結果を図１６に示す。なお、板状部材Ｐ１３１２の一方の主面の中心近
傍には、一辺２ｍｍの正方形の流入口１４０が２箇所、６２ｍｍの間隔をあけて形成され
ていた。排出口１５０の中心の板状部材Ｐ１３１２の中心からの距離は、いずれも２６．
２ｍｍとした。
【０１２５】
［比較例１］
  ガス流路板として、図１７に示す板状部材Ｐ３００（開口率０．１％、厚み１ｍｍ以下
）を使用したこと以外は、実施例１と同様にして燃料電池を作製し、評価した。結果を図
１８Ａに示す。併せて、図１８Ｂに、アノードの表面の１／４の部分における水素ガスの
流線を示す。なお、ガス流入口１４０は、板状部材Ｐ３００の中心に対応する位置に配置
されており、排出口１５０は、板状部材Ｐ３００の中心から４７ｍｍ離れた位置に対応す
る位置に２箇所、配置されていた。
【０１２６】
  実施例１～５によれば、ガス流路板に第１領域～第３領域を設けることにより、ガスは
、ガス流路板の外縁にまで拡散することがわかる。また、ガス流路板の面方向における、
ガスの圧力差も小さい。さらに、実施例３～５からわかるように、ガスの流入口１４０や
排出口１５０の配置を換えても、ガスはガス流路板の外縁にまで拡散される。実施例１～
５から見積もった静圧はその場所でのガスの流量と相関があり、いずれもガスの流路全域
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において、比較例より静圧が高い。従って、実施例１～５は、比較例よりガス流路板の外
縁にまで、ガスが拡散していることが分かる。すわなち、本構造を採用した燃料電池は従
来構造と比較してセル全域にガスが行き渡るため、発電効率を向上させることが可能であ
る。なお、静圧の単位はPaである。
【符号の説明】
【０１２７】
  １００：燃料電池、１１０：セル構造体、１１１：第１電極（アノード）、１１２：第
２電極（カソード）、１１３：電解質層、１２０：ガス拡散層、１３０：ガス流路板、１
３０Ａ、１３０Ｂ：板面、１３０Ｃ：中央部、１３０Ｘ、１３０Ｙ：境界面、１３１：第
１領域、１３１Ａ：第１流路、１３１ａ：第１開口、１３１１：形成領域、１３１１ａ、
１３１１ｂ：スリット、１３１２：受入領域、１３１３：補助領域、１３１３Ａ：補助流
路、１３１３ａ：補助開口、１３２：第２領域、１３２Ａ：第２流路、１３２ａ：第２開
口、１３３：第３領域、１３３Ａ：第３流路、１３３ａ：第３開口、１４０：流入口、１
５０：排出口、２００：水素製造装置、２１０：構造体、２１１、２１２：多孔質層、２
１３：固体酸化物電解質膜、２２０Ａ、２２０Ｂ：電極、２３０Ａ、２３０Ｂ：板材

【図１】 【図２】
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【図３Ａ】 【図３Ｂ】

【図３Ｃ】 【図４Ａ】

【図４Ｂ】
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【図４Ｃ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図５Ｃ】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】
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【図１６】

【図１７】

【図１８Ａ】

【図１８Ｂ】
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